
第 9 回「医療計画の 見直し等に関する 検討会」議事次第 

｜ 

日時 平成 1 7 年 5 月 3 0 日 ( 月 )15:00 ～ 17:00 

場所 厚生労働省共用第 7 会議室 (5 階 ) 

東京都千代田区霞が 関 1 一 2 一 2   
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「平成 1 8 年の医療制度改革を 念頭においた 医療計画の見直しの 方向性」に係る 論点整理 ( 案 ) 

ゆ 全国規模の医療機能調査と 主要な疾病・ 事業の「指標」について @ 

( データに基づいた 医療計画の作成と 全国規模の医療機能調査 ) 

ふ 住民・患者の 視点を尊重し、 住民，患者に 分かりやすい 保健医療提供体制を 実現するため、 主要な疾病又は 事業 ( がん。 
脳卒中、 急性心筋梗塞、 糖尿病、 小児救急を含む 小児医療、 周産期医療、 救急医療、 災害医療、 へき地医療など ) に つ い 

て 、 都道府県においてどのような 対策が講じられているか、 住民・患者に 分かりやすいものとしてその 内容を医療計画に 

明示するとともに、 医療サービスの 提供者・住民 ( 患者 ) 双方が情報を 共有し、 客観的に評価できるような 方法を検討す 

るものとする。 

臆 都道府県が客観的なデータに 基づいて保健医療提供体制を 構築することを 支援するため、 国は全国規模の 医療機能調査 

を 実施することによって ，主要な疾病又は 事業ごとに地域においてどのような 医療サービスが 必要とされているのかにつ 

いて判るようにするとともに、 把握したデータを 公表し、 かっ、 すべての国民が 活用できるような 環境を整備するものと 

する。 

ふ あ わせて、 都道府県が地域 ( 患者の受療行動に 応じた圏域 ) ごとに必要とされる 医療サービスを 把握できるよ う、 国は 

患者の疾病動向や 医療機能等に 関する全国共通の 指標を提示するものとする。 

よ また、 都道府県は全国共通の 指標を基に将来の 望ましい保健医療提供体制の 構築に向けた 数値目標を医療計画に 明示し、 
その改善プロセスを 住民に公表することによって、 実効性のあ る医療計画を 作成するものとする。 

雙 
  



( 全国共通の指標の 視点とその内容 ) 

由 国が提示する 全国共通の指標については、 

(1) 保健医療提供体制の 視点のみではなく、 患者の視点を 中心としたものであ ること 

(2) 量的な整備目標という 視点のみではなく、 保健医療提供体制の 質的な観点を 重視し、 国民に対し良質かっ 適切な 医 

療を効率的に 提供できる体制の 構築に向かうものであ ること 

(3) 個別の医療機関の 医療機能だけの 視点ではなく、 地域全体の医療機能を 概観する複数の 視点でもって 質の高い効率 

的な保健医療提供体制の 構築を検証できるものであ ること 

を 基に検討するものとし、 都道府県が医療計画に 明示する数値目標についてもこれに 準拠するものとする。 

ゑ また、 全国共通の指標に 関しては、 これまで主流であ った「構造」面の 評価に加え、 可能な限り、 「プロセス」や「アウ 

ト カム」評価の 導入を検討するとともに、 指標は現状の 評価にとどまらず、 質の高い効率的な 保健医療提供体制の 構築に 

向けたものとする。 

あ さらに、 都道府県は 5 年ごとに見直しする 医療計画において、 全国共通の指標を 基に地域の保健医療提供体制を 把握・ 

分析するとともに、 都道府県の任意の 指標でもって 現状を把握・ 分析することも 可能であ るものとする。 

ゑ 具体的な全国共通の 指標については、 患者の視点に 立って、 疾病の予防 ( 検診 ) 、 治療・診療そしてリハビリテーション ， 

在宅医療・ターミナルケアといった 患者の病状の 経過や治療のプロセスに 対応したものであ ることを基礎として、 質の高 

ぃ 効率的な保健医療提供体制の 構築に資するものとする。 



における指標一覧 ( 疾病系 ) ( 案 ) 

ステージ 

検診 
  検診異常発見率 

  保健指導実施率 

  
  

治療。 診療   セカンドオピニオン 

選択可能施設割合 

  
( 対象患者あ たり ) 

  
  入院可能病床数 

リ ガ Ⅵ在宅。   往診 ノ 訪問診療実施率 

一 ミナル 

米 2  県民ニーズに 応じた医療資源の 適正配置を促すための 指標 



@  「診療ネットワーク」について 

( 診療ネットワークのねらい ) 

藤 患者を中心とした 地域の医療機関の 医療機能と医療機関間の 医療連携の状況 ( 診療ネットワーク ) を主要な疾病又は 事 

業 ごとに医療計画に 明示することによって、 住民・患者の 診療のために 地域の医療機関がどのような 連携体制を組んでい 

るのか、 更に、 患者自身の病態に 応じて適切な 医療機関にどのように 紹介するのかといったことなどを 分かりやすく 理解 

することができるようになり、 その結果として、 住民・患者が 安心感をもてるようにする。 

ぁ 診療ネットワークを 通して医療情報が 患者と医療提供者との 間で共有されることにより、 患者が医療への 参加意識を持 

ちやすくなるとともに、 かかりっ け 医から納得して 適切な医療機関の 紹介を受けることができるという、 患者とかかりっ 

け E を中心とした 質の高い効率的な 保健医療提供体制を 構築するものとする。 

ん 診療ネットワークは 、 一つの医療機関だけで 完結をめざす 医療から、 地域の医療機関が 医療連携によって 地域全体で 患 

者を診ていく 医療への変化を 促進するものであ り、 病院の自主的な 機能分担と連携を 推進するものとする。 

( 診療 オ、 ッ トワークの実現に 向けた留意点 ) 

ふ 地域の診療ネットワークの 実現に向けた 国 ・都道府県の 支援に当たっては、 

(1) 特定の疾患しか 診療せず患者全体の 状況を診ないという 過度な専門 E 療を助長するものであ って ほ ならないこと 

(2) 一つの医療機関が 地域で患者を 独占してしまい 結果として医療サービスの 質の競争が低下するものであ ってはなら 

ないこと 

( 。 R) あ くまでも病院の 自主的な機能分担を 支援するものであ り、 国 ・都道府県が 医療機関に対し 強制的に機能分担を 迫 

るものであ ってはならないこと 

に 留意する必要があ るものとする。 



( 診療ネットワークの 内容 ) 

よ 各診療ネットワーク 内では、 各医療機関は、 患者に対し治療開始から 終了までの全体的な 治療計画 ( 地域連携クリティ 

力ル パス ) を共有した上で、 各医療機関がそれぞれ 担当する部分の 治療計画 ( 院内クリティカルパス ) に沿った治療を 行 

い、 日常生活への 復帰に向けた 作業を患者と 各医療提供者が 共同して行うものとする。 

ム また、 診療ネットワーク 内では日常生活の 復帰に向けた 各患者の治療経過について 再検証できるよう ヂ 一タ整備に努め 

るものとする。 

( 診療ネットワークの 構築に向けた 医療機関の役割と 国・都道府県の 役割 ) 

も 診療ネットワーウの 構築に当たっては、 住民、 診療に関する 有識者、 保健事業を実施する 者、 市町村 ( 保健。 介護。 福 

祉 ) 。 医 有機関や臨床面 刑疹 病院の代表など 地域医療に関与する 者が、 協議・検討することからはじめ、 地域に適した 体制を 

構築するものであ る。 その際、 調整が必要となる 事項等については、 地域が選んだ 医療連携の調整を 進める医療機関 ( 核 

となる医療機関 ) を定めるなど、 円滑に推進される 体制を整えるものとする。 

ム なお、 核となる医療機関は、 診療ネットワークの 構築に向け、 

(1) 各医療機関が 有する医療機能を 患者に適切に 情報提供できるよ う 調整する 

(2) 白焼だけでなく 診療ネットワーク 全体でもって、 患者に対し切れ 目のない E 療 サービスの提供に 向け調整する 

㏄ ) 診療ネットワーク 全体の医療の 質の向上のため、 医療従事者の 研修などに積極的に 取り組む 

役割を果たすことが 求められるものとする。 

七 その上で、 国 ・都道府県は 、 ①住民・患者に 対し各医療機関の 適切な医療機能の 情報が提供される 基盤整備を推進する 

とともに、 ②すでに各地域で 自主的に取り 組まれている 医療連携をより 一層推進するためにどのような 支援ができるのか 

という視点に 立って検討するものとする。 



資料 2 

基準病床数制度に 関する現状の 評価と今後のあ り方について ( メモ ) 

ん墓 晴 病床数制度に 度する問題意識 俊 討の背景 ガ 

金 基準病床数制度に 関する「医療計画の 見直し等に関する 検討会」ワーキンバ 

グルーフ報告書 CWG 報告書 ) ゆ 規制改革・民間開放推進 3 か 年計画 ( 改定 ) 

の 指摘を踏まえると、 患者本位の効率的で 質の高 い 医療提供体制を 構築するた 

め 、 現状の基準病床数制度について、 次の観点から、 その必要性について 改め 

て 検討してはどうか。 

今 検討に当たっては、 単に基準病床数制度の 存否にとどまらず、 医療の質の向 

上と効率化という 観点に立って、 基準病床数制度の 現状の評価と 今後のあ り方 

を 考える必要があ るのではないか。 

今 以上のような 前提に立って、 まずは、 WG 報告書で指摘された、 医療の質の 

向上と効率化に 関する 4 つの条件について、 それぞれどのように 考えるべきか。 

( 参考 ; 適切な医療提供体制を 確保するために 最低限必要な 条件 ) 

1. 入院治療の必要性を 検証できる仕組み 

D. 入院治療が必要なくなった 時点で退院を 促す仕組み 

T. 医療機関の診療内容等の 情報が公開され、 患者による選択が 促進され、 

医療の酉の向上と 効率化が図られる 仕組み 

W. 救急医療やへき 地医療等政策的に 必要な医療に 関し、 医療機関の経営、 

あ るいは特定診療科の 経営が採算に 乗らない地域では、 それを担当する 医 

療機関に対して、 補助金や診療報酬上の 評価その他の 手法により、 引き続 

き 医療サービスの 提供を保障あ るいは促進することができる 仕組み 
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入院治療の必要性を 検証できる仕組み 

入院治療が必要なくなった 時点で退院を 促す仕組み 

C 上記条件に対する 現状の評価 ) 

EBM の推進や地域連携クリティカルパスの 導入など、 疾病ごとに、 標準的な 

治療方法、 入院治療の必要性及びその 期間について 客観的に把握できる 体制の構 

築 に向けた取組を 進めているところであ り、 その効果も検証されっ っ あ るが、 こ 

れば ついて現段階では、 日 BM は特定の疾患に 限られ、 また、 地域連携クリティ 

刀ルパスは全国的な 展開が未だ行われていない。 このため、 現状では、 様反 な病 

態の患者ごとに、 それぞれ入院治療が 必要か、 また、 入院治療が必要なくなった 

かほ ついて、 患者の自らの 選択という視点も 加味しつつ、 治療の必要性や 退院の 

時点を客観的に 判断できる仕組みは 存在しなしにとから、 上記 2 つの条件にっ い 

ては、 まだ整っていないと 判断すべきではないか。 

T. 医療機関の診療内容等の 情報が公開され、 患者による選択が 促進され、 医療 

の質の向上と 効率化が図られる 仕組み 

( 上記条件に対する 現状の評価 ) 

個 尺の医療機関の 診療内容等の 情報について、 都道府県がとりまとめ、 医療 計 

画 等を通じて公開する 仕組みを早急に 検討することによって、 患者が医療ワービ 

スの 質について選択できるような 基盤の構築に 向けて、 現在の医療計画の 見直し 

の 検討が推移しているところであ るが、 現段階においてはこのような 仕組みはま 

だ 整っていないと 判断すべきではないか。 

W. 救急医療やへき 地医療等政策的に 必要な医療に 関し、 医療機関の経営、 あ る 

いは特定診療科の 経営が採算に 乗らない地域では、 それを担当する 医療機関に 

対して、 補助金や診療報酬上の 評価その他の 手法により、 引き続き医療サービ 

スの 提供を保障あ るいは促進することができる 仕組み 

( 上記条件に対する 現状の評価 ) 

現在の検討推移を 踏まえ、 救急医療 ゆ へき地医療等政策的に 必要な医療ワービ 

スの 提供を保障あ るい ほ 促進することができる 仕組みとして、 地域で必要な 医療 

ワービスを指標でもって 客観的に把握し、 それに基づいて 都道府県が実効性あ る 

医療計画を立案する 過程を通じて、 政策的に必要な 医療ワービスの 提供を保障 あ 

るいは促進するべきではないか。 

2 



  
今 「医療計画の 見直し等に関する 検討会」 ヮ一 キンググループ 報告書 ( 抄 ) 

Ⅱ 今後の医療計画制度のあ り方について 

2. 医療計画に盛り 込まれるべき 内容 

(3) 基準病床数 

2) 適正な医療提供の 確保との関係でみた 基準病床数の 存否 

基準病床数を 廃止し、 医療機関の参入又は 撤廃を全く自由にするという 

意見の論者も 、 限られた医療資源を 効率的に活用し、 医療の必要度に 応じ 

て 入院治療が必要な 患者が速やかに 入院治療を受けることができるよう 適 

切 な機能別の病床数を 確保することの 必要性は認めるところであ る。 他方 

で、 供給側に よ る誘導の結果として 入院の必要度が 低 い 患者が入院治療を 

受けるといった 事態が生じることがないようにしなければならない。 

このため、 基準病床数を 廃止する場合には、 適切な医療提供体制を 確保 

するために最低限必要な 条件として次の 事項が必要であ ると考える。 

Ⅰ①入院治療の 必要性を検証できる 仕組み 

②入院治療が 必要なくなった 時点で、 退院を促す仕組み 

③地域に参入する 医療機関の診療内容等の 情報が公開され、 患者による 選 

択が 促進され、 医療の質の向上と 効率化が図られる 仕組み 

④救急医療やへき 地医療等、 政策的に必要な 医療に関し、 医療機関の経営、 
あ るいは特定診療科の 経営が採算に 乗らない地域では、 それを担当す 

る 医療機関に対して、 補助金や診療報酬上の 評価その他の 手法により、 
引き続き医療サービスの 提供を保障あ るいは促進することができる 仕 

Ⅰ 
組み 

この仕組みを 支えるためには、 各医療機関により、 1) 正確な分類に 基づ 

いたケースミックス ( 各種疾患を診断 群 に整理分類する 方法 ) を用いた 患 

者 構造の明確化、 2) 治療結果、 3) 在院日数、 4) 費用 ( 経営指標 ) が一定の 

ルールにより 都道府県に報告されることにより、 医療の透明性が 確保され、 

患者の選択の 促進と競争環境の 整備が図られるものと 考えられる。 

なお。 これらは基準病床数制度廃止のみを 目的としたものではなく。 医 

療の質の向上と 効率化に資するという 点に留意すべきであ る " 

O り 



今 規制改革・民間開放推進 3 か 年計画 ( 改定 ) ( 平成「 7 年 3 月 25 日閣議決定 ) 

Ⅱ 「 6 年度重点計画事項   
(1) いわ める病床規制の 見直し 

の い わゆる病床規制については、 既存の医療機関の 既得権 益を保護するこ 

とによって、 新規参入を阻害し、 もって医療機関の 健全な競争が 働かない 

等 患者視点に立ってみると 弊害も見られるところであ る。 したがって、 医 

療計画制度における 都道府県の役割も 踏まえながら、 質が低く、 都道府県 

の 改善命令に従わない 医療機関に対する 開設許可の取り 消し等実効的な 手 

段によって退出を 促すことにより、 地域が真に必要とする 質の高い医療サ 

ービスを提供する 医療機関の参入を 阻害することのないような 方策を検討 

する。 

なお、 いわ める病床 夫   制を撤廃するためには、 どのような条件整備が 必 

要 かほついても 検討する。 [ 平成 1 Q 年の医療制度改革で 措置 ] 

Ⅲ 措置事項 

9  医療関係 くク その他 ( 救急医療、 小児医療、 医療事故対策等 ) ノ 

b  医療計画制度における 都道府県の役割も 踏まえながら、 質が低く、 都道 

府県の改善命令に 従わない医療機関に 対する開設許可の 取り消し等実効的 

な手段によって 退出を促すことにより、 地域が真に必要とする 質の高い医 

療サービスを 提供する医療機関の 参入を阻害することのないような 方策を 

検討する。 いわゆる病床規制を 撤廃するためには、 どのような条件整備が 

必要かほついても 検討する。 












